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 第４章 林野火災対策計画  

第１節 林野火災予防計画 

１ 林野火災に強いまちづくり 

林野火災は、ひとたび発生すると地形、水利、交通等の関係から消火作業は困難を極め、大

規模火災となるおそれがある。このため、火災の未然防止と被害の軽減に努める。 

(1)  防火機能を有する林道、森林の整備 

町は、国及び県との連携を密にし、林野火災発生時における消火活動を容易にするため、

林道及び作業道の整備に積極的に取り組む。また、防火線、防火樹帯の設置や造林地におけ

る防火樹等の導入促進を図るなど、防火森林の整備に努める。 

(2)  監視体制の強化 

町は、林野火災発生のおそれがあるときは、巡視、監視を強化するとともに、次の事項を

実施する。 

ア 火災警報の発令等 

気象状況等が、火災予防上危険であると認めるときは、火災に関する警報の発令、地区

住民及び入山者への周知等必要な措置をとる。 

イ 火災警報の周知徹底 

火災警報の住民、入山者への周知は、サイレン等消防信号を活用するほか、広報車によ

る巡回広報、防災無線等により周知徹底を図る。 

ウ 火入れの対応 

火入れによる出火を防止するため、森林法第21条に基づく町長の許可にあたっては、事

前に消防機関と時期、許可条件等について十分な調整を行い、火入れ者に許可条件等の厳

守を指導する。 

エ 火の使用制限 

気象条件によっては、入山者等に火を使用しないよう指導する。火災警報発表時等特に

必要と認めるときは、火災予防条例等に基づき、一定区域内のたき火、喫煙など火の使用

制限を徹底する。 

(3)  林野所有（管理）者への指導 

町及び県は、林野火災予防のため、林野所有（管理）者に対し、次の事項を指導する。 

ア 防火線、防火樹帯の設備及び造林地における防火樹の導入 

イ 自然水利の活用等による防火用水の確保 

ウ 事業地の防火措置の明確化、作業者に対する防火に関する注意の徹底 

エ 火入れにあたっては、森林法に基づく条例等による許可のほか消防機関との連絡体制の

確立 

オ 火災多発期（11 月～３月）における見回りの強化 

カ 林野火災消火用資機材の整備 
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(4)  林野火災特別地域対策事業の推進 

県内は、林野火災の危険度が高く、特に林野火災対策を強化する必要のある地域として、全

市町村が林野火災特別地域対策事業の対象となっているので、本町も本事業の推進に努める。 

２ 災害防止のための気象情報等の充実 

町は、林野火災防止のため、宮崎地方気象台との連絡を密にして気象の実況の把握に努め、

適時・的確な情報収集に努める。 

(1)  乾燥注意報 

宮崎地方気象台から発表される乾燥注意報を受け、必要と認めた場合には、住民に広報し

注意を喚起する。 

(2)  火災気象通報 

消防法第22条に基づき、気象の状況が火災の予防上危険であるときに発表（県危機管理局

へ通報）される。 

火災気象通報の基準は、宮崎地方気象台が定める「乾燥注意報」及び「強風注意報」の基

準と同一とする。 

ただし、通報基準に該当する場合であっても、降雨、降雪時には火災気象通報として通報

しないことがある。 

ア 実効湿度が 60％以下であって、最低湿度が 40％を下回ったとき。 

イ 平均風速12ｍ／ｓの風が１時間以上連続して吹く見込みのとき（降雨、降雪中のときは

通報しないこともある。） 

町長が火災警報を発令する場合は、消防法施行規則第 34 条の火災警報信号により周知す

る。 

３ 情報の収集・連絡体制の整備 

  林野火災が発生した場合は被害拡大防止のために、一刻も早い正確な災害情報の収集、それ

をもとにした各防災関係機関相互の連携が必要となる。このため町は情報の収集及び連絡体制

の整備に努める。 

(1)  情報収集 

林野火災における出火防止と早期発見のためには、パトロールが効果的であることから、

森林保全管理巡視指導員や森林組合等関係機関との連携を図りながら対策を講ずる。 

(2)  通信手段の確保 

町は、非常通信体制の整備、有・無線通信システムの一体的運用及び応急対策等災害時の

重要通信の確保に関する対策の推進を図る。この場合、非常無線通信協議会との連携に十分

配慮する。 

また、災害時の情報通信手段については、平時よりその習熟に努める。 
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４ 活動体制の整備 

(1)  活動体制の整備 

町は、林野火災発生時の職員の非常参集体制の整備を図る。 

参集基準を明確にするとともに、職員等に周知させ、活動手順、資機材や装備の使用方法

の習熟、関係機関等との連携について徹底を図る。 

具体的な活動体制の整備については、第２編風水害対策(基本)編第１章第６節に準ずる。 

(2)  緊急時ヘリポートの整備 

町は、緊急時ヘリポート及び補給基地の整備、維持管理に努める。 

５ 消火体制の整備 

林野火災は、町境を越えて広域化するおそれがあるため、町においては、日ごろから消防機

関等防災関係機関との協力・連携による消火体制の確立を図る。 

(1)  消防体制の整備 

町及び関係行政機関は、自衛隊、警察等の協力を得て、地域における総合的な消防体制の

確立を図る。 

また、初期消火の徹底を期するため、森林組合等による自衛消防体制の組織化を図る。さ

らに、県内市町村消防相互応援協定等により、広域的な消防体制の確立を図る。 

(2)  消防施設・設備の整備 

町は、防火水槽や自然水利利用施設の増強を図るとともに、設備の整備に努める。 

消火資機材等は、地域に適合した機材を配備し、常に緊急時に対処できるよう整備点検を

するとともに消火体制の確立を図る。 

(3)  林野火災対策用資機材の整備 

町は、林野火災対策用資機材の整備並びに管理に努める。 

６ 防災知識の普及、予防啓発活動 

   林野火災は、入山者のたばこ、たき火等の不始末等人為的原因によるものが大半であること

から、入山者、地域住民、林業関係者に対し、森林愛護及び防火思想の徹底を図る。特に町は、

火災多発期に重点をおき、予防広報等を積極的に推進する。 

(1)  「宮崎県林野火災予防運動」の推進 

町は、毎年１月30日～２月５日の林野火災予防運動実施期間中に、広報紙等を活用し周知

徹底を図る。 

(2)  防火パレードの実施 

町は、関係機関と一体となって、自動車による防火パレードを実施し、林野火災予防の啓

発活動を実施する。 

(3)  広報等の実施 

町は、林野火災に対する喚起を促すため、県と協力してヘリコプターや新聞広告等による

広報宣伝に努める。 
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(4)  その他各種広報の実施 

町は、あらゆる機会を利用し、住民に対する効果的な啓発活動を行う。 

７ 防災訓練の実施 

   町は、自衛隊や県警察本部、ＮＴＴ西日本等防災関係機関の参加を得て林野火災対策のため

の訓練を実施する。 

なお、具体的な防災訓練の実施計画については、第２編風水害対策(基本)編第１章第15節に

準ずる。 
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第２節 林野火災応急対策計画 

１ 活動体制の確立 

町内において林野火災が発生したときは、被害の拡大防止・応急対策を速やかに実施すると

ともに、県危機管理局をはじめ防災関係機関に連絡通報し、初動体制の確立を急ぐ。 

(1)  迅速な連絡と出動体制 

    町は、林野火災の通報を受けたら、直ちに県をはじめ関係機関に通報するとともに、迅速

に出動体制を整える。 

    林野火災は「人海戦術」と言われるように人員の確保が第一であり、初動体制が消火活動

の成否を左右する。 

    職員の招集・動員及び災害対策本部の設置については、第２編風水害対策(基本)編第２章

第２節に準ずる。 

(2)  現地指揮本部の設置 

    消火活動にあたっては、町が現地指揮本部を設置し、関係機関と連携協力して防御に当た

る。状況把握を的確に行い、隣接市町村等への応援出動要請の準備を行う。 

(3)  災害対策本部の設置 

    火災が拡大し、町単独では対処できないなど、災害の拡大が予想されるときは、関係機関

の協力を得て災害対策本部を設置する。災害対策本部の任務の概要は次のとおりである。 

  ア 応援協定等に基づく隣接市町村等の応援隊の出動要請 

  イ 空中消火の要請の検討 

  ウ 応援隊、飛火警戒隊、補給隊等の編成 

  エ 警戒区域の指定 

２ 災害情報の収集・連絡 

 林野火災が発生した場合は、被害が近隣市町村へ拡大する危険性が大きいため、正確で迅速

な情報の収集、各防災関係機関への的確な情報提供が必要である。このため町は防災関係機関

との連携の下、災害情報の収集及び連絡活動を実施する。 

(1)  火災通報 

  ア 町（消防機関を含む。）は、火災を発見した者から通報を受けた場合は、あらかじめ定

めた出動体制をとるとともに、関係機関（警察署、隣接市町村等）に通報を行う。 

  イ 地区住民、入山者等に対して周知を図る。 

  ウ 火災の規模等が次の条件に達するときまたは必要と認めるときは県（危機管理局）に即

報を行う。 

   (ｱ) 火災の状況、気象状況及び火災現場の地形等から判断して、覚知から１時間以内に鎮

圧できないか、または鎮圧することができないと予想される場合 

   (ｲ) 火災の状況、気象状況及び火災現場の地形等から判断して、空中消火を必要とするこ

とが予想される場合 

   (ｳ) 林野火災によって人的被害が発生するか、またはその危険が予想される場合 
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   (ｴ) 近くに火薬工場や火薬の保管倉庫あるいは危険物施設などが存在し、二次災害の危険

性が予想される場合 

   (ｵ) 次の国の即報基準に達するか、または達することが予想される場合 

    ａ 焼損面積が 10ha 以上と推定されるもの 

    ｂ 空中消火を要請したもの 

    ｃ 住家等へ延焼するおそれがあるなど社会的に影響度が高いもの 

(2)  林野火災通報等連絡系統 

    林野火災通報に係る連絡系統は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-3-3 林野火災通報等連絡系統 

(3)  林野火災マップによる情報の連絡 

    町及び関係機関は、林野火災の発生場所等を連絡する際は、林野火災マップを利用する。

このマップは、国土地理院発行の地図にＵＴＭグリッド（１㎞メッシュ）を組み込んだもの

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-3-4 ＵＴＭグリッドコードの読み方 
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３ 広域応援活動 

 第２編風水害対策(基本)編第２章第５節に準ずる。 

４ 救助・救急及び消火活動 

   林野火災消防の目的は、火災を最も短時間で消火し、危険物を除去して火災の拡大防止に努

めることにあるので、町及び消防機関は、平時より林野火災に即応する体制の強化を図り消防

活動を実施する。 

 (1) 地上防御 

   ア 消火体制の確立 

    林野火災を覚知した場合は、火煙の大きさ、規模などを把握し、迅速に消火体制を整え

出動する。 

    林野火災は、強風下でしかも異常乾燥が続く気象条件下で多く発生する。したがって、

延焼速度は速く、第２次火点をつくり次々と延焼する。 

    このような情勢では、町は自らの人員を増強するほか、宮崎県消防相互応援協定に基づ

く広域応援を要請するなど、火勢に対応できる消火体制を迅速に確立しなければならない。 

  イ 防御作戦 

    現場の状況を的確に把握し、迅速かつ有効な防御作戦を展開する。 

    林野火災の防御戦術として、一般にＵ字戦術が用いられているが、過去に拡大した林野

火災を収集分析してみると、地形と風速によってＵ字あるいは横⊂字に延焼していること

が分かる。 

    防御活動のための消火隊員の進入、展開には次の方法がある。風向き、地形、林相等を

総合的に判断して決める。 

   (ｱ) 延焼方向の側面から進入する方法 

    (ｲ) 焼け跡から進入する方法 

    (ｳ) 等高線から進入する方法 

    (ｴ) 谷側から進入する方法 

    (ｵ) 山の反対側から進入する方法 

  ウ 地上における消火活動 

    地上における林野火災の防御方法には、注水による防御、叩き消し、土掛けによる防御、

防火線による防御、迎え火による防御の方法がある。 

    火災の規模、水利の方法、植生の状況、地形等を考慮して、最も効果的な方法で対処し

なければならない。 

 エ 安全管理 

    林野火災における防御は、安全第一でなければならない。 

    過去の事例に見られるように、林野火災現場においては、人身事故の危険が大きい。 

    現場指揮者はもちろん関係者全員が細心の注意を払い、事故を未然に防止し、災害の防

止に努めなければならない。 
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  オ 残火処理と跡地対策 

    林野火災は、焼失面積が大きくなりがちで、区域全般にわたり、詳細に残り火を点検し

処理することが困難である。 

    特に堆積可燃物（地被物）内の深部、空洞木、根株または朽木類の残り火は、長時間に

わたって燃焼を続け、これらが風にあおられて火の粉をまき散らし、残存可燃物に着火し

て再出火する危険が大きい。 

    また、残火処理の段階に至ると、団員の疲労が重なり注意力も散漫になりやすいため、

現場指揮者は、残火処理の重要性を認識させ、注意力を喚起して残火処理に万全を期する。 

    また、広範囲な林野火災の跡地は、風雨に弱く、強風時に灰や土煙りが発生して風下に

対して公害を発生させる。 

    雨の多い場合は、保水性の低下から土石流の原因になりやすいので、草木が繁茂するま

では巡視を行い、異状を発見した場合は直ちに対策を立てる。 

(2) 空中消火 

  ア 空中消火等の概要 

    ここでいう空中消火とは、ヘリコプターにより空中から火点またはその付近に消火剤水

を散布し消火を行う作業のほか、現地指揮本部の設置、空中消火基地及び火災現場の作業

を含めた活動をいう。 

   (ｱ) 現地指揮本部 

      町が空中消火を要請した場合の現地指揮本部は、県（危機管理局）及びヘリコプター

運用機関からの連絡員を含めて構成する。 

      空中消火を効果的に実施するため消火計画を立て、各機関との連携を図り、統一的な

指揮を行う。 

      現地指揮本部には、臨時の仮設電話等を設置し、連絡体制に万全を期する。 

   (ｲ) 空中消火基地 

消火薬剤準備場所、ヘリポート、飛行準備場所（燃料集積所を含む。）からなり、空

中消火活動の拠点となる。 

    空中消火の実施が決定された時点で、県（危機管理局）及びヘリコプター運用機関と協

議の上、適地を決める。 

   (ｳ) 空中消火用資機材等 

ａ 水のう 

      布製の散布装置で、ヘリコプターの機体下部に吊し、上空において機内での通電操

作により、消火薬剤を散布する。容量は 2,000ℓである。 

      県内の水のう保管場所は、次のとおりである。 

     (a) 宮崎森林管理署倉庫 

    ｂ 水槽 

      ナイロン製布地で消火薬剤の場合、貯水槽として使用。容量は 2,500ℓである。 
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    (ｴ) 空中消火方法 

    ａ 直接消火法 

      火線に沿って飛行し、火点に直接消火剤水を散布して消火する方法。主に、火勢の

弱い初期消火、飛火消火、残火処理等及び人命、家屋等に危険が迫った場合に用いる。 

    ｂ 間接消火法 

      火線の前方に消火剤水を散布し、防火線をつくり延焼防止を図る方法で、空中消火

法の主体をなすものである。 

  イ 空中消火の要請基準 

   (ｱ) 地形等の状況により、地上の防御活動が困難な場合 

   (ｲ) 火災規模に対して、地上の防御能力が不足または不足すると判断される場合 

   (ｳ) 人命の危険、人家等への延焼の危険その他重大な事態を避けるため必要と認められる

場合 

   (ｴ) 火災の状況から判断して、初期消火時点での空中消火が延焼防止のために極めて有効

であると認められる場合 

   ウ 空中消火の要請手続 

    空中消火の要請は、以下の系統図により行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-3-5 空中消化の要請手続 

    町長から県（危機管理局）に対する電話等による依頼は、町長自身か、町長の意志を直

接伝達し得る立場の者とする。 

    空中消火の要請にあたって明確にすべき事項 

   (ｱ) 空中消火基地の設置場所、その周辺の状況及び目標物 

   (ｲ) 空中消火要請責任者の連絡場所 

   (ｳ) 資機材等の空輸の必要の有無 

   (ｴ) 空中消火用資機材等の整備状況 

   (ｵ) その他空中消火を実施するに当たり、参考となるべき事項 

  エ 空中消火の準備 

(ｱ)  現場の状況等の報告 

     町長等は、本計画等の定めにより、災害情報を県に報告する。 

要請先 
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要請 
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が指定する者 
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町 長 
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   (ｲ) 空中消火基地の選定 

     空中消火基地は、火災現場に近く、資機材輸送のための大型車両等の進入が容易で、

連続した空中消火に対応できる十分な水利を有している平たんな場所を選定する。 

     なお、ヘリポートの設置については、県（危機管理局）及びヘリコプター運用機関と

協議の上、所要の措置をとる。 

   (ｳ) 火災現場付近の状況把握 

     空中消火を効果的かつ安全に実施するため、気象状況（天候、風向、風速）を常に把

握する。また、ヘリコプターの飛行地域の障害物を把握する。 

   (ｴ) 資機材の確保 

     現有の資機材の状況を把握し、不足、故障に備え、県への応援要請も考慮し、県の資

機材保有状況も把握しておく。 

   (ｵ) 輸送手段等の確保 

     資機材等を空中消火基地に運ぶため、県（危機管理局）と連携を保ちつつ輸送ルート、

輸送手段を確立しておく。 

   (ｶ) 地上活動要員の確保 

     空中消火を実施するには、消火薬剤の混合、水のうへの散布液の注入等多数の人手を

要するので、町は地上防御活動要員とは別に、空中消火支援のための要員（消防団員等）

を確保する。 

     なお、薬剤の混合については、念のため混合の知識を有する専門業者を立ち会わせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-3-6 空中消火 

  オ 空中消火活動 

   (ｱ) 現地指揮本部の役割 

     空中からの偵察結果、現場の消防機関等からの情報の収集及びそれを踏まえた対策を

立てる。検討した結果を町及び県へ報告する。 
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   (ｲ) 空中消火作業 

     地上での消火薬剤の調合の後、ヘリコプターで水のうを引き上げる方法で消火活動を

行う。地上部隊と空中消火部隊との連携をとるため、事前に打ち合わせを行う。 

   (ｳ) 報告 

     町は、空中消火を実施する（実施した）場合、次の事項について速やかに県（危機管

理局）に報告する。県はその報告を受け、消防庁防災課に報告する。 

    ａ 発生場所 

    ｂ 発生時間及び覚知時間 

    ｃ 空中消火を要請した時刻 

    ｄ 現場の状況 

    ｅ 消防団員の出動状況 

    ｆ その他必要な事項 

  カ 空中消火の実施に伴う経費の分担 

    次の経費は、町の負担とする。 

   (ｱ) 県の保有する資機材の使用にかかる次の経費 

    ａ 資機材の引渡し及び返納に要する費用 

    ｂ 使用期間中における資機材の維持管理及び補修に関する費用 

    ｃ き損または消費した資機材の購入補てんに要する費用 

    ｄ 資機材の使用により人身または物件に対し損害を与えた場合、その補償に要する費

用 

   (ｲ) 自衛隊の派遣部隊等にかかる次の費用 

    ａ 派遣部隊が連絡のため宿泊施設に設置した電話の設置及び通話料金 

    ｂ 派遣部隊が宿泊のために要した宿泊施設借上料、光熱水料、入浴料 

    ｃ 活動のため現地で調達した資機材の費用 

    ｄ その他必要な経費については、事前に協議しておく。 

    (ｱ)及び(ｲ)とも、２以上の市町村にわたる場合は、関係市町村が協議して負担割合を定

める。 

キ 救助・救急活動 

    第２編風水害対策(基本)編第２章第６節に準ずる。 

５ 医療救護活動 

 第２編風水害対策(基本)編第２章第７節に準ずる。 

６ 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

 第２編風水害対策(基本)編第２章第８節に準ずる。 

７ 住民等の避難及び救助対策 

 林野火災時における入山中のハイカー、林業従事者、住民等の避難誘導並びに救助活動は、
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火点の位置、延焼状況、地形、気象、林相等により、その難易度に差があるが、被害状況によ

り万全な対策を講ずる。 

(1) 入山者等の実態の把握 

  ア 林業作業期（６月～８月下草刈、10 月～11 月枝落とし、２月～３月山焼き）において

は、森林管理者が入山していることが多いので、森林所有者または家族等から入山の状況、

所在等について確認する。 

  イ  ハイキングコース等のある林野では、行楽期には入山者が多数にのぼり、かつ、範囲が

広く、その実態を把握することは困難であるが、避難者、付近住民等からの情報収集に努

め、入山状況を確認する。 

  ウ  防災行政無線、広報車等を活用して、入山関係者及び各家庭に呼びかけ、入山者の有無

を確認する。 

(2) 避難誘導 

    避難誘導を行うにあたっては、警察と協力して火流の方向を予測し、可能な限り主火流と

直角方向になるように行う。 

    なお、火勢が激しく、延焼範囲が広く、住民の安全確保が困難な場合は、相当の時間的余

裕をもって避難するよう指示する。 

    避難誘導は、次の手段で行うが、具体的な方法については第２編風水害対策(基本)編第２

章第９節に準ずる。 

  ア  防災無線または有線放送 

山中の集落及び入山者に火災発生を知らせ、住民及び入山者を安全地帯に誘導する。 

  イ  広報車、パトカーや携帯拡声器 

広報車やパトカーで知らせたり、携帯拡声器を携行し、延焼のおそれのある地域の住民

及び入山者を安全地帯に誘導する。 

８ 被災者等への的確な情報伝達活動 

  第２編風水害対策(基本)編第２章第 16 節に準ずる。 

９ 二次災害の防止活動 

 町は、県その他防災関係機関と連携を密にし、林野火災により、流域が荒廃した地域の下流

部においては、土石流等の二次災害が発生するおそれがあることについて十分留意して二次災

害の防止に努める。 

  危険箇所の点検等を行った結果、危険性が高いと判断された箇所については、関係住民への

周知を図り、警戒避難体制の整備を行うとともに、速やかに砂防設備、治山施設、地すべり防

止施設等の整備に努める。 

  また、森林等の所有者・管理者は、焼失した林地が放置されて崩壊等を起こすことのないよ

う、速やかに植林や治山工事等の二次災害防止措置を行う。 

 


